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　年　月　日
公益財団法人えひめ産業振興財団
　理事長　大塚　岩男　様
住　所
（申請者）名　称
職氏名　　　　　　　　　　　
　令和７年度公設試験研究機関発起業化シーズ育成支援事業
事業提案書
公設試験研究機関発起業化シーズ育成支援事業実施要領第６条の規定により、下記のとおり事業提案書を提出します。

記

１　事業名
２　事業に要する経費

３　事業実施期間　　　開始　委託契約日

終了　　　　　年　　月　　日
４　事業の概要（別紙のとおり）


別紙
４　事業の概要

（１）研究の概要

	代表研究者氏名
	

	所属機関　職名
	

	専門
	

	最終学歴　学位
	

	連絡先
	〒

TEL　　　　　　　FAX

E-mail

	共同研究者名
	（グループの場合）

	申請機関名
	

	代表者　職氏名
	

	【事業名】
研究テーマ名を30字程度で簡潔に記入する。


	【研究分野】
「募集案内Ⅰ－３．対象事業」を参考に記入する。

	【キーワード】
3～5項目を記入する。



	【概要】
研究開発の概要を200字程度で記入する。



	【背景・目的】
本研究の目標達成により、どのような産業ニーズ・社会ニーズに応えるのか、どのような産業技術のシーズとなるのか、を記入する。



	【目標・計画】
可能な限り定量的に本研究の目標を記入する。また目標を達成するための計画内容を具体的に記入する。その際、研究開発によって解決すべき主要なポイント及びその解決の見通しなども記入する。



	【特色・独創性、従来技術との比較】
本研究の特色、独創性等を記入する。

また、国内外の従来・類似技術に対する本研究の優位性を記入する。

（できるだけ、項目を比較表としてまとめる。従来・類似技術が全くないならば、そのことを記入する。）



	【研究成果の応用先】
研究成果が新産業の創出及び企業の新事業展開にどのように使われるのかについて、想定している市場、競合製品の動向（性能、価格等）を踏まえて具体的に記入する。



	【本事業終了後の展開（目指す競争的資金等）】

本事業終了後に企業等と連携してどのような展開を想定しているか、またどのような競争的資金等を目指しているかを具体的に記入する。



	【他機関との連携】

本研究を実施する際に連携、協力する他の研究機関、企業を記入する。



	【県内企業（産業）への貢献性】

県内における新産業の創出及び県内企業の新事業展開への寄与について、記入する。


	【用語の説明】
本研究開発提案書で使用している専門用語及び略語のうち、必要と思われるものについては、解説を記述する。

なお、他に参考となるWebサイトがあれば、併せてURLも記入する。




 別紙

研究の概略図

	研究者：所属・氏名
	

	事業名
	

	研究の目的
	

	本研究内容をわかりやすく図示して下さい。




別紙

（２）研究経費計画（委託事業に要する経費を使途別に具体的に記入）
（単位：円）

	費目
	品名
	規格
	数量
	金額
	備考

	消耗品等購入費
	
	
	
	
	

	研究調査旅費
	
	
	
	
	

	その他の経費
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	


主な経費の説明

	費目・品名
	主たる用途

	
	


（３）公設試験研究機関発起業化シーズ育成支援事業における最近
２年間の採択実績

	事業名
	研究テーマ名

	概要
	研究概要


	今回の提案
との関連性
及び必要性
	今回の提案事業との関連性（継続性）及び実施する必要性について記述してください。



別紙

（４）他制度への類似提案状況説明
申請者（企業・大学等の研究者）及び研究参加者が、現在、他制度（官公庁、独立行政法人、公益法人等）から受けている助成金等（現在申込み中のものを含む）や、過去に受けた助成金等（３年以内）がある場合、その制度の実施機関名、制度（事業）名、課題名、実施期間（予定含む）、予算規模、申請代表者名、今回の申請に関連する参加者名、今回の申請課題との関連を正確に記入してください。
記入例）

（申請中　採択済）

実施機関名：○○機構

制度（事業）名：*****事業

課題名：△△△の開発

実施期間：令和○～△年度
予算規模：○○千円

申請代表者名：○○　○○

今回の申請に関連する参加者名：○○　○○

今回の申請課題との関連：

（５）事業計画の要約
※各項目500文字以内。超過分は削除対象となります。

図や表の貼付、指定以外の資料等の添付はご遠慮ください。
１．独創性
（研究開発しようとする技術に独創性、新規性があるか。）
２．実現性
（研究開発の実現性、困難点の解決方法など。）
３．起業化への計画性
（産業界と連携した起業化への計画、構想など。）
４．県内企業への貢献性
（県内産業振興への寄与など。）
所属機関


代表者





【注意】


以下、本注意書きと、小文字の注意書きは、削除して下さい。


なお、枚数に制限はありません。





機械装置（又は工具・器具等）は消耗品等購入費に記入して下さい。


ただし機器1台あたり20万円未満に限ります。





申請中か、採択済か、現在の状況を選択し、一方を削除してください。
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